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UBS中国新時代株式ファンド 
追加型投信／海外／株式 

経済成長目標＋6.5％前後 

• 全人代の冒頭で、市場の予想通り2018年の経済

成長率目標は＋6.5％前後と発表されました。これ

は昨年の目標と同水準で、高成長ではなく、安定

成長の中で、経済改革を進めるとの方針を示した

ものです。 

• また、昨年から引き続いて重点目標とされるもの

には、サプライサイドの構造改革などが挙げられ

ています。鉄鋼や石炭の過剰生産能力（過剰投

資）の削減、その投資を支えてきた過剰債務の  

削減などを通じて、環境問題の改善や資源利用の

効率化など、「質の改善」を強く推し進めることが

見込まれます。 

• その他には、個人所得税控除、貧困の根絶、医療

保険の対象や保障範囲の拡大など、社会保障政

策が多く打ち出され、「生活改革」への関心はこれ

まで以上に強まる可能性があります。 

• 特に、教育費や医療費などの課税控除が注目    

されます。税控除に加え、医療や介護、教育など

の分野で市場開放を進める方針も示されており、

中国株式市場はこれらの政策を好感し、上昇して

います。3月5日の全人代の開催以降、特にヘル

スケアセクターなどへの買いが強まっています（図

表②参照）。 

上記のデータは過去のものであり、将来の動向を示唆、保証するものではありません。 

① 経済成長の「質」を重視 

② 習近平国家主席を中心とした政治基盤の

強化 

③ 政策面で民間企業のアイデア活用 

（年1回決算型）／（年2回決算型） 

中国で、日本の国会に相当する全国人民代表大会（以下、全人代）が開催されました。当レポートでは、
今後の中国の政治、経済の方向性を見る上で重要と思われるポイントとUBS中国新時代株式ファンド
（以下、当ファンド）への示唆についてご説明いたします。 

（％） 

■【図表②】MSCI中国指数、業種別騰落率 
期間3/5（全人代開幕日）～3/20 

出所：ブルームバーグより当社作成。現地通貨ベース。 

■【図表①】中国のGDP成長率                  
（2015年～2018年） （％） 

出所：国際通貨基金（IMF）、各種情報より当社作成。 

全人代のポイント 

① 構造改革を捉えた運用へのサポート要因 

② 投資環境の安定と構造改革によるビジネスチャンス

の拡大 

③ イノベーションの更なる進化 

当ファンドへの示唆 
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出所：UBSグループ、各種情報より当社作成。記載されている個別の銘柄・企業名について、その銘柄又は企業の株式等の売買を推奨するもので
はありません。上記のデータは過去のものであり、将来の動向を示唆、保証するものではありません。 

国家主席の任期撤廃で、習近平氏の長期政権が  

可能に 

• 今回の全人代では、国家主席の任期が撤廃さ

れ、習近平政権の長期化が視野に入りました。長

期的に見て、中国が法の支配と強固な統治制度

の確立から遠ざかるとの懸念もありますが、投資

家にとって安心材料との見方も根強くあります。

習氏の続投は、中国の構造改革の推進と加速を

意味するからです。 

• 就任以来、習氏の経済運営は良好に見えます。

民間部門は新たな雇用を有効に生み出し、所得

の伸びは力強く、インフレ率も適度な状況にあり

ます。今後は債務問題等の課題に本格的に取り

組むと想定されますが、国家主席の命令で余剰

な生産設備が迅速に処理できる体制は、集団指

導体制より効率的との見方もできます。 

UBS中国新時代株式ファンド 
追加型投信／海外／株式 

（年1回決算型）／（年2回決算型） 

■【図表③】全人代の注目人事 

アドバイザーにハイテク関連企業経営者を多く 招聘 

• 全人代の代表とあわせて、政府への助言機関に

あたる全国中国人民政治協商会議（以下、政協）

委員が5年ぶりに大幅に入れ替えられました。 

• 中でも注目されるのは、ハイテク関連企業の経営

者が5年前の3人から3倍の10人程度に増えた   

ことです。図表④に見られるように、テンセントや

バイドゥなどの経営者に加えて、ポータルサイトや

セキュリティ関連企業、人工知能（AI）関連企業 

などの経営者も新たに選ばれています。 

• これら民間企業のアイデアを活用した産業政策を

推進し、経済の高度化につなげる狙いがあると 

思われます。 

役職 氏名 前役職/現役職 主な経歴など 

国家主席 習近平 国家主席（留任） 

父は毛沢東の戦友だっ
た習仲勳。父の失脚に
伴い陝西省の農村部で
労働者として勤務。清華
大学工学部卒、同人文
社会学院卒、法学博士。
国家主席の任期撤廃で
長期政権を視野。 

国家副主席 王岐山 
党中央規律検査
委員会書記 

習氏が10代の頃に陝西
省の農村で知り合い、
親交が深い。中国人民
銀行副総裁、北京市長、
などを歴任。党中央規
律検査委員会書記とし
て習氏の進める反腐敗
運動を推進。党中央政
治局常務委員を引退後、
国家副主席に抜擢。 

首相 李克強 首相（留任） 

安徽省で労働経験後、
共産党入党。共産主義
青年団で活動。北京大
学法学部卒、同経済学
院卒、経済学博士。 

副首相 劉鶴 
共産党中央財経
指導小組弁公室
主任 

習氏と10代の頃からの
友人。複数の省庁に在
籍。ハーバード大学で行
政学の修士号を取得。
習氏の経済ブレーンと
言われる。 

国家監察委員会主任（新
設） 

楊暁渡 
党中央規律検査
委員会副書記 

習氏が上海市トップだっ
た時の部下。党中央規
律検査委員会副書記と
して王岐山氏と共に反
腐敗運動を推進。 

中国人民銀行総裁 易綱 
中国人民銀行副
総裁 

中国人民銀行副総裁を
10年以上務めた。イリノ
イ大学で経済学博士号
取得。インディアナ大学
で教職の経験を持つ。 

企業 主な事業 

テンセント SNS、ゲーム 

バイドゥ ネット検索 

ネットイーズ ポータルサイト 

奇虎360 ネットセキュリティ 

科大訊飛 人工知能（AI）技術開発 

猪八戒網 企業向けネットサービス 

北京五八信息技術 地域情報サイト 

ハイクビジョン 監視カメラ 

光啓集団 宇宙向け素材開発 

■【図表④】経営者が政協の委員に選ばれた                                
主なハイテク関連企業 

運用担当者の見方 

 全人代で示された政策の方向性は、総じて、「古くて非効率な中国」の縮小・再編を時間をかけて進める一方、

『生活の質の向上』に対する人々の欲求を満たす「新しい中国」を支える産業については、戦略的、重点的に    

伸ばしていくことが示されたものと言えるでしょう。 

 インターネット、教育、ヘルスケア、消費など、構造的に見て成長余地が高い、これからの中国を支えるセクター

を選好し、その中で、豊富な先行投資によって後続企業との競争力の差を広げるリーディング企業へ重点的に

投資を行う当ファンドの戦略と整合性の高い内容であったと分析しています。 
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出所：UBSグループより当社作成。比率は、「UBS (Lux) エクイティ・ファンド - チャイナ・オポチュニティ（USD）」の純資産総額に占める割合です。四
捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。記載されている個別の銘柄・企業名について、その銘柄又は企業の株式等の売買を推
奨するものではありません。上記のデータは過去のものであり、将来の動向を示唆、保証するものではありません。 

■業種別構成比 

主要投資対象ファンドの特性（2018年2月末） 

■市場別構成比 ■通貨別構成比 

■組入れ上位10銘柄 

  銘柄名 業種 比率（％） 

1 e度教育網 （TALエデュケーション・グループ） 一般消費財・サービス 9.8 

2 騰訊（テンセント・ホールディングス） 情報技術 9.6 

3 アリババ・グループ・ホールディング 情報技術 9.5 

4 中国平安保険（集団） （ピンアン・インシュアランス） 金融 6.7 

5 深セン国際控股（シンセン・インターナショナル・ ホールディングス） 資本財・サービス 3.9 

6 網易（ネットイーズ） 情報技術 3.3 

7 百度（バイドゥ） 情報技術 3.3 

8 ニュー・オリエンタル・エデュケーション＆テクノロジー・グループ 一般消費財・サービス 2.5 

9 香港証券取引決済所 金融 2.0 

10 遠東宏信（ファーイースト・ホライゾン） 金融 2.0 

  上位10銘柄合計   52.6 

UBS中国新時代株式ファンド 
追加型投信／海外／株式 

（年1回決算型）／（年2回決算型） 

（組入銘柄数：66銘柄） 
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UBS中国新時代株式ファンド 
追加型投信／海外／株式 

（年1回決算型）／（年2回決算型） 

ファンドの特色 

中国企業の株式を実質的な主要投資対象とします。 1 

2 

3 決算頻度の異なる2ファンドからお選びいただけます。 

 中国籍、香港籍もしくは主に中国に活動拠点を置く企業等の株式（預託証書等を含みます。）を主な投資対象
とします。 

 中国A株への投資は、ストックコネクト※1またはQFII/RQFII※2等を通じて行う場合があります。 

 原則として対円での為替ヘッジは行いません。 

構造的な成長が期待されるセクターの中で、相対的に高い競争優位性を有する企業を

選別し、投資を行います。 

 中長期的な観点から構造的な成長が期待されるセクターに注目し、中でも製品、サービス、人材、ブランドなど
への充実した投資やイノベーションの追求によって競争優位性を高め、セクター全体と比較して高い成長が期
待できる銘柄を選別して投資を行います。 

 「年1回決算型」と「年2回決算型」があります。 

[年1回決算型]  決算日：毎年原則2月25日（休業日の場合は翌営業日） 

[年2回決算型] 決算日：毎年原則2月25日および8月25日（休業日の場合は翌営業日） 

 原則として、各ファンドの収益分配方針に基づき分配を行います。ただし、委託会社の判断で分配を行わない
場合があります。 

4 UBSアセット・マネジメント・グループが運用を行います。 

 UBSアセット・マネジメント・グループは、グローバルな総合金融機関UBSグループの資産運用部門です。 

 当ファンドが投資を行うUBS （Lux） エクイティ・ファンド-チャイナ・オポチュニティ（USD）の運用は、UBSアセット・マ
ネジメント（香港）リミテッドが行います。 

※1 ストックコネクトとは、上海証券取引所または深セン証券取引所と香港証券取引所の相互間で行われる人民元建て上場株式
の取引制度です。 

※2 QFII/RQFIIとは、中国証券監督管理委員会（CSRC）が認めた適格国外機関投資家に対して一定額の枠内において制限付き
でA株の売買を可能とする制度です。 

資金動向、信託財産の規模、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。 
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ファンドの主なリスク 

当ファンドの基準価額は、組入れられる有価証券等の値動きによる影響（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を受け
ますが、これら運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。したがって、投資元本が保証されているものではなく、基
準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。また、投資信託は預貯金と異なります。 

当ファンドにかかる主なリスクは次の通りです。ただし、すべてのリスクについて記載されているわけではありません。 

■株式の価格変動リスク 

・株価変動リスク 

株価は、政治・経済情勢、株式の需給関係、発行企業の業績等を反映して変動します。組入銘柄の株価が下落した場合には、基準価
額が下落する要因となります。新興国の株式は先進国に比べて価格変動が大きくなる傾向があり、基準価額にも大きな影響を与える場
合があります。 
・信用リスク 

株式の発行企業の業績悪化や経営不安、倒産等に陥った場合には投資資金の回収が出来なくなる場合があり、基準価額に影響を与
える要因になります。 

■解約によるファンドの資金流出に伴うリスクおよび流動性リスク 

短期間に相当額の解約申込があった場合や、市場を取巻く環境の急激な変化等により市場が混乱し流動性が低下した場合は、保有有
価証券を市場実勢から期待される価格で売却できないことがあります。また、新興国の株式は先進国の株式に比べて市場規模や取引
量が少ないため、流動性リスクが高まる場合があります。 

■為替変動リスク 

実質外貨建資産については原則として対円での為替ヘッジを行いませんので、円と実質外貨建資産に係る通貨との為替変動の影響を
受けることになり、円高方向に進んだ場合には、基準価額が下落する要因となります。 

■ カントリー・リスク 

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対して新たな規制が設けられた場
合には、基準価額が予想外に下落したり、運用方針に沿った運用が困難となったりする場合があります。なお、当ファンドが実質的に投
資を行う新興諸国・地域には、一般的に先進国と比較して、「政治・経済および社会情勢等の変化の度合いおよび速度が大きい傾向に
あること」、「資産の移転に関する規制等が導入される可能性が高いこと」、「企業等の開示に関する正確な情報確保が難しいこと」等の
リスクおよび留意点があります。 

■中国A株投資に関するリスク 

中国の証券市場では、内外資本取引に制限が設けられており、中国政府当局の政策変更等により、現在の通貨規制、資本規制、税制
等が突然変更される可能性があります。中国A株投資では、こうした中国証券制度上の制限や規制等の変更の影響を受けることがあり
ます。 
当ファンドの投資先ファンドにおいて、ストックコネクトまたはQFII／RQFIIを通じて中国A株に投資する場合があります。ストックコネクトを
通じた中国A株投資では、取引執行、決済等に関する条件や制限により、意図したとおりの取引ができない場合があります。また、ストッ
クコネクトを通じて取得した株式は現地保管機関等により保管されますが、当該株式にかかる権利行使はストックコネクト特有の条件や
制限に服することとなり、権利行使が制限される可能性があること、当該株式は現地の投資家補償基金や中国証券投資家保護基金の
保護の対象ではないこと等のリスクがあります。これらの要因により当ファンドの基準価額が大きく影響を受けることや、ファンドの換金
請求代金等の支払いが遅延したり、信託財産の一部の回収が困難となったり、また市場の急激な変動により基準価額が大きく下落する
場合があります。加えて、ストックコネクトは新しい制度であり、今後更なる規制が課される可能性があります。 

その他の留意点 

ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。 

［指定外国投資信託における解約制限］ 
指定外国投資信託では、1日の解約額が指定外国投資信託の純資産総額の10％を超える等大量の解約が集中した場合に、解約申込
に制限をかける場合があり、これにより、当ファンドの換金申込の一部または全部が行えないなどの影響を受ける可能性があります。 

［分配金に関する留意点］ 

分配金は計算期間中に発生した信託報酬等控除後の配当等収益および売買益（評価益を含みます。）を超過して支払われる場合があ
りますので、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。受益者のファンドの購入価額に
よっては、分配金はその支払いの一部ないし全てが実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。また、ファンド購入後の
運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。なお、分配金の支払いは純資産総額から行われます
ので、分配金支払いにより純資産総額は減少することになり、基準価額が下落する要因となります。 

「リスク管理体制」等については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 
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ファンドの費用 

■投資者が直接的に負担する費用 

当ファンドの購入時や保有期間中には以下の費用がかかります。 

時期 費用

購入時手数料

項目

購入申込受付日の翌営業日の基準価額に、3.24%（税抜 3.00%）以内で販売会社が定める率を乗

じて得た額を、販売会社が定める方法により支払うものとします。
※購入時手数料は、商品および関連する投資環境の説明および情報提供等、ならびに購入に関す

　る事務手続きの対価です。

換金時 信託財産留保額 ありません。

購入時

■投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

保管費用 海外保管銀行等に支払う海外資産等の保管・送金・受渡等に係る費用

その他の費用・
手数料

諸費用（日々の純資産総額に対して上限年率0.1%）として、原則毎計算期末または信託終了のとき

（[年1回決算型]においては、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日を含みます。）ファンドから支払われ

る主な費用

委託した資金の運用の対価

0.85%

当ファンド

運用財産の管理、運用指図実行等の対価

時期 項目 費用

運用管理費用
（信託報酬）

0.85%

日々の純資産総額に年率1.8684%（税抜年率1.73%）を乗じて得た額と

します。
（運用管理費用（信託報酬）＝運用期間中の基準価額×信託報酬率）

配分は以下の通りです。（税抜、年率表示）

実質的な負担 当ファンドの純資産総額に対して年率2.0484%程度

ファンドの純資産総額に対して年率0.18%程度

（委託会社が試算した概算値）

投資対象とする

投資信託証券

※運用管理費用（信託報酬）は、毎計算期末または信託終了のとき（[年1回決算型]にお

いては、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日を含みます。）ファンドから支払われます。

監査費用 監査法人等に支払うファンド監査に係る費用

印刷費用等
法定開示書類作成の際に業者に支払う作成・印刷・交付等に係る費用
（EDINET含む）等

実費として、原則発生の都度ファンドから支払われる主な費用

売買委託手数料 有価証券等を取引所で売買する際に売買仲介人に支払う手数料

購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送
付、口座内でのファンドの管理および事務手続き
等の対価

0.03%

委託会社

販売会社

受託会社

保有時

※信託財産の規模、取引量等により変動しますので、事前に金額および計算方法を表示することが

　 できません。

投資者の皆様にご負担いただく手数料などの合計額については、保有期間や運用の状況などに応じて異なりますので、表示することがで
きません。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 
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お申込メモ 

本資料は、運用状況に関する情報提供を目的として、UBSアセット・マネジメント株式会社によって作成された資料です。投資信託は値動き
のある有価証券（外貨建資産には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本は保証されている
ものではありません。また、投資信託は預貯金とは異なり、元本は保証されておらず、投資した資産の減少を含むリスクがあることをご理解
の上、購入のお申込をお願いいたします。投資信託は預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の
対象ではありません。登録金融機関を通じてご購入頂いた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。本資料で使用している
指数等に係る知的所有権、その他一切の権利は、当該指数等の開発元または公表元に帰属します。本資料は各種の信頼できると考えら
れる情報源から作成されておりますが、その正確性・完全性が保証されているものではありません。本資料の中で記載されている内容・数
値・図表・意見・予測等は、本資料作成時点のものであり、将来の市場動向、運用成果等を示唆・保証するものではなく、また今後予告なく
変更されることがあります。購入のお申込にあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）等をお渡ししますので、必ず内容を
ご確認の上、ご自身でご判断くださいますようお願いいたします。 
© UBS 2018. キーシンボル及びUBSの各標章は、UBSの登録又は未登録商標です。UBSは全ての権利を留保します。 

購入単位 販売会社が独自に定める単位とします。 

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額 （基準価額は1万口当たりで表示、当初元本1口＝1円） 

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。 

換金単位 販売会社が独自に定める単位とします。 

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額 

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して6営業日目から販売会社でお支払いします。 

申込締切時間 原則として、販売会社の営業日の午後3時までに販売会社が受付けたものを当日の申込分とします。 

購入・換金不可日 香港証券取引所、上海証券取引所もしくは深セン証券取引所の休業日またはルクセンブルクの銀行の休業日と同日
の場合には、購入および換金の申込の受付けは行いません。 

信託期間 2018年2月9日から2028年2月25日まで 
※受益者に有利であると認めたときは信託期間の延長をすることができます。 

繰上償還 各ファンドについて、信託契約締結日より1年経過後（2019年2月9日以降）に信託契約の一部解約により純資産総額
が30億円を下回ることとなったとき、信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき、またはやむを
得ない事情が発生したときは、ファンドが繰上償還となることがあります。 

決算日 ［年1回決算型］ 原則として毎年2月25日（休業日の場合は翌営業日） 
ただし、第1期決算日は、2019年2月25日とします。 
［年2回決算型］ 原則として毎年2月25日および8月25日（休業日の場合は翌営業日）  
ただし、第1期決算日は、2018年8月27日とします。 

収益分配 ［年1回決算型］   毎決算時（毎年2月25日。ただし、休業日の場合は翌営業日とします。）に収益分配方針に基づいて
分配を行います。（再投資可能） 
［年2回決算型］ 毎決算時（毎年2月25日および8月25日。ただし、休業日の場合は翌営業日とします。）に収益分配方
針に基づいて分配を行います。（再投資可能） 

課税関係 課税上は、株式投資信託として取り扱われます。 
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。 
益金不算入制度および配当控除の適用はありません。 

ファンドの関係法人 

委託会社 UBSアセット・マネジメント株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第412号 
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 

受託会社 三井住友信託銀行株式会社 

販売会社 野村證券株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 
       一般社団法人第二種金融商品取引業協会 
 
東洋証券株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 


